
告 示

�愛媛県告示第１１３３号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び

松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１８年７月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

セブンスター石井店 松山市東石井町３２７
番１外

大規模小売店舗内の店舗面
積の合計 １，５７８� ２，３９７� 平成１９年

３月１９日
平成１８年
７月１８日

駐輪場の位置 ４箇所 ３箇所

荷さばき施設の位置 店舗敷地
南東側

店舗敷地
南側

廃棄物等の保管施設の位置
及び容量

２箇所
８４．９�

１箇所
７０�

駐車場の自動車の出入口の
位置

店舗敷地
北西側

店舗敷地
南西側

荷さばき施設において荷さ
ばきを行うことができる時
間帯

午前６時から
午後５時まで

午前６時から
午後８時まで

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業

経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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�愛媛県告示第１１３４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定

により、西条市朔日市新田土地改良区の定款の変更を認可し

た。

平成１８年７月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１１３５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、四国中央市から協議のあった市営土地改良事業

（ほ場整備事業・大境西地区）の施行に平成１８年７月１３日同

意した。

平成１８年７月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１１３６号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定

により、次のように保安林の指定を解除する。

平成１８年７月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除に係る保安林の所在場所

南宇和郡愛南町麦ヶ浦４２２の２

２ 保安林として指定された目的

魚つき

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第１１３７号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年

法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１８年７月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 保安林予定森林の所在場所

今治市朝倉上甲４２の３、甲５６、甲５８、甲６１の２、甲６２、

甲６３、甲７１、甲１１３の１、甲１１３の２、甲１６３の１、甲１

６３の３、甲１８６の１、甲１９０の１、甲１９０の２、甲１９１の

１、甲１９１の２、甲１９４の２、甲２４８、甲２４９の１、甲２

４９の４から甲２４９の９まで、甲２４９の１１、甲２４９の１２、甲

２９８０、甲２９８２、甲２９８７、甲２９８８、甲３００５、甲３００８、甲３０２７

の１、甲３０２８の１、甲３０３５、甲３０３９の１、甲３０４０、甲３０６０

、甲３０６８、甲３０８３の１、甲３０８３の２、甲３０８５、乙３５、乙３６

、乙３７の１、乙３８、乙５６、乙５７の１、乙５７の２、乙５９、乙

６９、乙７０の１、乙７１、乙８２の１、乙８３、乙８９の３から乙８９

の５まで、乙９０の１、乙９１、乙９２、乙９４、乙９６、乙９８の１

から乙９８の３まで、乙１０２、乙１０３の１から乙１０３の５ま

で、乙１０４の１から乙１０４の３まで

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立

木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定める

標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を愛

媛県庁及び今治市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１１３８号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条

第２項（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。

）の規定に基づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底び

き網漁業の許可又は起業の認可を申請すべき期間を次のよう

に定める。

平成１８年７月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成１８年７月２８日から８月１１日まで

�������
�愛媛県告示第１１３９号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、八幡浜市役所に

おいて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧する

ことができる。

平成１８年７月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

八幡浜市

八幡浜市北浜一丁目１番１号

代表者 八幡浜市長 高橋 英吾

八幡浜市１５５７番地の１

２ 埋立区域

� 位置

八幡浜市大島字須ノ元２番耕地４番地先の公有水面

� 区域

次の１点から４点までを順次直線で結んだ線並びに４

点と１点を結ぶ昭和５５年９月２３日秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ

．Ｌ．＋２．３８メートル）の陸と公有水面との接する線に

より囲まれた区域

基点（八幡浜市大島に設置されたＧＰＳ基準点）は、

北緯３３度２２分５４秒、東経１３２度２０分３４秒の地点

１点は、基点から真北３２９度３６分３７秒２８．８９メートル

の地点

２点は、１点から真北５４度４１分０７秒５．３９メートルの地

点

３点は、２点から真北１４５度２４分１７秒２４．８３メートル

の地点

４点は、３点から真北２３２度３３分５１秒６．３２メートルの

地点

愛 媛 県 報平成１８年７月２８日 第１７８１号
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監 査 公 表

� 面積

１４３．９５平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

昭和５７年１月２０日 愛媛県指令５６河第１００５号

４ しゅん功認可年月日

平成１８年７月２８日

�������
�愛媛県告示第１１４０号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、愛南町役場にお

いて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧するこ

とができる。

平成１８年７月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

愛南町

南宇和郡愛南町城辺甲２４２０番地

代表者 愛南町長 谷口 長治

南宇和郡愛南町城辺甲４１７９番地２

２ 埋立区域

� 位置

南宇和郡愛南町網代３５０番２から同２４８番２に至る地

先公有水面

� 区域

次の１点から１０点までを順次直線で結んだ線並びに１０

点と１点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ．＋

２．１０メートル）における公有水面と陸地との境界線によ

り囲まれた区域

基点（南宇和郡愛南町網代３５０番２地内の本谷物揚場

に設置された金属鋲）は、北緯３３度０２分１２秒、東経１３２

度２４分１８秒の地点

１点は、基点から真北２１３度０７分１７秒２．６１メートルの

地点

２点は、１点から真北１９９度２３分５９秒２．０３メートルの

地点

３点は、２点から真北２８９度２３分５９秒３．８６メートルの

地点

４点は、３点から真北１９９度２３分５９秒４４．９７メートル

の地点

５点は、４点から真北１０９度２３分５９秒３．８６メートルの

地点

６点は、５点から真北１７２度０７分０４秒０．５０メートルの

地点

７点は、６点から真北２６２度０７分０４秒３．８６メートルの

地点

８点は、７点から真北１７２度０７分０４秒６５．４９メートル

の地点

９点は、８点から真北８２度０７分０４秒３．８６メートルの地

点

１０点は、９点から真北１７２度０７分０４秒３．５３メートルの

地点

� 面積

２，１５７．４３平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１６年３月１５日 愛媛県指令１５港第３３９号

４ しゅん功認可年月日

平成１８年７月２８日

�������
�愛媛県告示第１１４１号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１８年７月２８日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

四国中央市下柏町字荒神ノ浦１１１番１

２ 申請人の住所氏名

四国中央市中曽根町１７８１番地３

日新商事株式会社

代表取締役 吉岡 豊彦

３ 図面省略

�公表第２４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定

により、監査の結果を次のとおり公表する。

平成１８年７月２８日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

同 白 石 友 一

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

今治地区工業用水道管理事務所 平成１８年５月３１日

今 治 病 院 〃

南 宇 和 病 院 〃

銅 山 川 発 電 所 平成１８年６月５日

三 島 病 院 〃

新 居 浜 病 院 〃

松 山 発 電 工 水 管 理 事 務 所 平成１８年６月９日

西条地区工業用水道管理事務所 〃

中 央 病 院 平成１８年６月１２日

公 営 企 業 管 理 局

総 務 課 〃

発 電 工 水 課 〃

県 立 病 院 課 〃

（監査の結果）

平成１７年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を

実施したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた

。

愛 媛 県 報平成１８年７月２８日 第１７８１号
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古紙配合率100％再生紙を使用しています 

正 誤

�正 誤

平成１８年７月２１日付け第１７７９号外２中

１ 工業用水道事業

� 営業未収金（納期到来分）については、早期回収により一層

の努力が望まれる。

（平成１８年３月３１日現在 単位：円）

区 分
過年度未収金

�
現年度未収金

�
未収金合計
�＋�

西条地区工業
用水道給水料
金

５，５００，６１５ ２３，６３１ ５，５２４，２４６

今治地区工業
用水道給水料
金

０ １，６１３，１７８ １，６１３，１７８

計 ５，５００，６１５ １，６３６，８０９ ７，１３７，４２４

� 営業外未収金（納期到来分）については、早期回収に一層の

努力が望まれる。

（平成１８年３月３１日現在 単位：円）

区 分
過年度未収金

�
現年度未収金

�
未収金合計
�＋�

西条地区工業
用水道超過料
金

２７６，６６２ ０ ２７６，６６２

西条地区工業
用水道壬生川
幹線工事負担
金

６１０，７２４ ６１０，７２４ １，２２１，４４８

計 ８８７，３８６ ６１０，７２４ １，４９８，１１０

� おおむね安定した経営がなされているが、今治地区工業用水

道事業においては、実績給水量がやや増加したものの、代表的

地場産業であるタオル業界の不振により、給水率は４３．２９％と

依然として低水準であり、需給関係は改善されていない。

また、西条地区工業用水道事業においては、契約給水量が前

年度に比べて日量２，３５５�増加したものの、未だ計画給水量の
２２．８７％にとどまっている状況にあり、建設事業が平成１８年度

末で終了すると、建設仮勘定に整理されている未稼働資産を本

勘定へ振り替えることにより、費用としての計上額が大幅に増

加し、厳しい経営状況となることは必至である。

このような状況のなか、高金利時代に借り入れた企業債を低

利なものに借り換えるなど、経営改善に向けた取組はなされて

いるが、今後とも、工業用水需要の確保に一層の努力が望まれ

るとともに、関係機関との連携により未利用水の有効活用が図

られることが望まれる。

２ 土地造成事業

中小企業向け工業団地については、県内外の企業４社に売却さ

れているが、今後も引き続き、未処分地について早期の売却等が

望まれる。

３ 病院事業

� 個人医業未収金（納期到来分）については、早期回収により

一層の努力が望まれる。

（平成１８年３月３１日現在 単位：円）

区 分
過年度未収金

�
現年度未収金

�
未収金合計
�＋�

中 央 病 院 １０１，８７５，９８６ ７３，４３２，２２７ １７５，３０８，２１３

今 治 病 院 ３６，２９３，５０８ １７，８４８，００８ ５４，１４１，５１６

三 島 病 院 １７，３４７，２３０ ４，１４８，３１０ ２１，４９５，５４０

南宇和病院 ２３，９０２，７３５ ４，３２４，５２０ ２８，２２７，２５５

新居浜病院 ２４，９７４，４６８ ２４，１７２，９８６ ４９，１４７，４５４

計 ２０４，３９３，９２７ １２３，９２６，０５１ ３２８，３１９，９７８

� 医業外未収金（納期到来分）については、早期回収により一

層の努力が望まれる。

（平成１８年３月３１日現在 単位：円）

区 分
過年度未収金

�
現年度未収金

�
未収金合計
�＋�

中 央 病 院 ６７６，２３２ ２９２，３５５ ９６８，５８７

� 廃止された県立北宇和病院に係る個人医業未収金（納期到来

分）及び医業外未収金（納期到来分）については、県立病院課

において適切に債権管理を行うとともに、早期回収に向けて努

力が望まれる。

（平成１８年３月３１日現在 単位：円）

区 分
過年度未収金

�
現年度未収金

�
未収金合計
�＋�

個人医業未収
金 ２，４９４，９１０ ５，６２９，５７５ ８，１２４，４８５

医業外未収金 ９０１，０５３ ２８２，４４３ １，１８３，４９６

計 ３，３９５，９６３ ５，９１２，０１８ ９，３０７，９８１

� 南宇和病院の診療報酬請求事務について、人工腎臓患者の外

来診療に係る時間外加算点数の加算漏れにより、５１５，０００円（

１０３件５１，５００点、平成１７年４月から平成１８年３月までの１年分

）の過小請求となっていた。

� 中央病院における日々雇用医師（７名）の賃金について、時

間外割増手当単価の計算誤りにより、計５５２，１３９円（平成１７年

１２月分）の過支給となっていた。

	 経営成績は、県立北宇和病院に係る多額の特別損失の発生に

伴い、前年度の純利益４，５２７万円から、純損失２１億１，９３５万円

に転じ、近年縮小傾向にあった累積欠損金は２３７億６，３９１万円

に増大している。

特別損失を除いた経常損益では６００万円の利益を計上してい

るものの、前年度実績の２，３８４万円を下回る結果となり、企業

債を含む多額の借入金も残され、財政状態は一層厳しくなって

いる。

このため、中央病院の愛媛ＰＥＴ－ＣＴセンター等を有効に

活用し、収益を安定的に確保するとともに、運営面で経済性・

効率性の向上を図りながら、費用の抑制・縮減に実効を挙げて

いく努力が必要不可欠であり、次に掲げる諸課題に積極的に取

り組むなど、経営健全化の推進に全職員が総力を結集すること

が望まれる。


 愛媛ＰＥＴ－ＣＴセンターの利用促進

� 診療報酬の請求漏れ防止

� 契約事務の適正な執行


 債権の適切な管理

� 固定資産・備品に係る台帳類の適切な管理
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